
台東区学校教育情報化推進計画　第６回検討委員会からの修正点

ページ 修正箇所 修正前 修正後 修正の理由

巻頭 記載なし 「はじめに」を追加
中間のまとめで記載しな
かったため。

3
（３）ＩＣＴ教育推進に関する本区
の現状と課題
本文４行目

デジタル教科書等
指導者用（教員用）デジタル教
科書

学習者用デジタル教科書
と区別するため。

5
（４）ＧＩＧＡスクール構想の「加
速化」に向けて
本文２１～２３行目

なお、感染症対策に係る「学校
の『新しい日常』の定着」を目
指した学校教育を踏まえたＩＣ
Ｔ活用の在り方については、
国、都及び本区における感染症
対策の方向性に基づき、授業に
おける活用や家庭学習における
活用等の在り方を「基本方針」
に示します。

削除

Ｐ．６
２　計画の位置付けと体
系
（１）計画の位置付けに
も同様の記載をして重複
しているため。

6
（１）計画の位置付け
本文８行目、９行目

新型感染症対策 感染症対策 軽微な修正

7
（４）ＳＤＧｓと本計画との関係
本文７～８行目

教育情報化の着実な推進を図る
ことで、ＳＤＧｓの達成につな
げていきます。

１人１台端末等整備の利点を生
かしながら、「誰一人取り残す
ことのない、公正に個別最適化
された学び」を実現するととも
に、学校における働き方改革に
も資する教育情報化の着実な推
進を通して、ＳＤＧｓの達成に
つなげていきます。

第６回検討委員会での意
見を受けて修正。

8
第２章　基本目標
本文２～３行目

なお、新型感染症対策に係る また、感染症対策に係る 軽微な修正

8
第３章　基本目標の成果指標
図表４　現況

－
１００（令和３年度末を基準値
とする

現況値を設定

資料２ 別紙１
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8
第３章　基本目標の成果指標
図表４　欄外

記載なし

なお、情報活用能力の評価指数
は、１人１台端末によるｅラー
ニングにて、ランダムに出題さ
れた問題に対する正答率等に基
づくスコア を得ることにより
算出し、情報活用の実践力、情
報の科学的な理解、情報社会に
参画する態度の状況を把握する
ものとします。

評価指数の算出方法等を
補足するため。

8
第３章　基本目標の成果指標
注釈

記載なし

スコア…この「スコア」とは、
情報活用能力の評価指数を算出
するために用いる小テスト（ｅ
ラーニングによる）の平均スコ
アを指す。スコアの算出にあ
たっては「項目反応理論」に基
づき各問題の難易度等を推定す
ることにより、異なる問題を出
題しても公平な評価が得られる
ようにする。
【項目反応理論(IRT: Item
Response Theory)】…「これく
らいの能力のある人がこの問題
に正答する確率は何％である」
ことを推定し、各問題の難易度
や受験者の能力を公平に評価す
るための数理モデルである。現
在、語学等に関する検定試験や
CBT(Computer Based Test)等で
世界的に活用されている。

スコアの内容を補足する
ため。

10
（３）学習系・校務系の各ネット
ワーク環境の分離
本文１行目

論理的に分離された 物理的に分離された 表記誤りのため

11
２　教科等指導における情報化の推
進

情報機器 ＩＣＴ機器 表記誤りのため
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11
２　教科等指導における情報化の推
進
本文３～４行目

これまでも実施している情報モ
ラル教育

これまでも実施している情報セ
キュリティに関する安全教育、
情報モラル教育

第２回検討部会での意見
を受けて修正。

11 ３　家庭学習における情報化の推進 家庭学習における情報化の推進
家庭学習等における情報化の推
進

家庭学習以外の用途でも
端末を活用するため。

11
３　家庭学習における情報化の推進
本文５～６行目

児童・生徒自身のアカウント管
理や端末使用における

児童・生徒自身のアカウント管
理等の情報セキュリティに関す
る指導、端末使用における

第２回検討部会での意見
を受けて修正。

11

４　校務情報化の推進
（２）学習系ネットワーク環境の活
用による校務情報化
本文４行目

持ち帰りが可能な学習系端末に
おいても、

端末持ち帰り時においても、

軽微な修正

12
６　学校教育情報化に関する研修体
制の確立
本文８行目

記載なし

各職層研修において、情報セ
キュリティ及び情報モラルに関
する内容を追加・拡充

第２回検討部会での意見
を受けて内容を追加。

12
６　学校教育情報化に関する研修体
制の確立
本文１２～１３行目

情報機器の効果的活用やアカウ
ントの管理・運用等に関する校
内研修

ＩＣＴ機器の効果的活用やアカ
ウントの管理・運用等をはじめ
とする情報セキュリティ及び情
報モラルに関する校内研修

第２回検討部会での意見
を受けて修正。

13
第５章　各基本方針の推進目標
本文１行目

各基本方針については、本計画
の計画期間を前期（令和４・５
年度）・後期（令和６・７年
度）に分割し、各期において、
次のとおり推進目標を掲げま
す。

各基本方針について、次のとお
り推進目標を掲げます。

図表６の修正に伴い、記
載内容を修正。

13
第５章　各基本方針の推進目標
図表６　各基本方針の推進目標
基本方針３

家庭学習における情報化の推進
家庭学習等における情報化の推
進

家庭学習以外の用途でも
端末を活用するため。
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13
第５章　各基本方針の推進目標
図表６　各基本方針の推進目標
現況及び令和７年度までの目標

記載なし

図表のレイアウトをビジュアル
化し、現況（令和３年度末）か
ら令和７年度までの推進目標を
設定

計画全体を総括的に示す
ため。

15

１　学習系ネットワーク環境整備の
考え方
（１）学校における活用
本文３行目

情報機器等 ＩＣＴ機器等 表記誤りのため

15 ２　学習系ネットワークの環境構成
（１）児童・生徒用１人１台端
末

（１）児童・生徒用端末 軽微な修正

16 （３）その他のＩＣＴ機器 （３）その他の情報機器 （３）その他のＩＣＴ機器 表記誤りのため

16
（５）デジタル教科書
本文２～４行目

学習者用デジタル教科書につい
ては、令和２年度整備では見合
わせることとし、今後の国の動
向等を見据え、導入への準備を
進めていきます。

学習者用デジタル教科書につい
ては、国の実証事業に基づき、
一部教科（英語と他の１教科の
計２教科、もしくは英語のみの
１教科）におけるクラウド配信
を令和４年度から開始します。

文部科学省の令和４年度
学習者用デジタル教科書
実証事業が全国一律で実
施されるため。

19

第２章　体制整備について
１　調査研究
（１）平時の教育活動におけるＩＣ
Ｔ活用目標
①学校におけるＩＣＴ活用目標

①学校におけるＩＣＴ活用（１
人１台端末をはじめとするＩＣ
Ｔ機器の活用）
＜令和４年度＞………　１日１
回以上活用している学級の割合
を100％にするとともに、１日
２回以上活用している学級の割
合を50％にする。
＜令和５～７年度＞…　令和４
年度末までに、各学校における
活用状況に基づく望ましい目標
を改めて設定する。

①学校におけるＩＣＴ活用目標
（１人１台端末をはじめとする
ＩＣＴ機器の活用）
１日１回以上活用している学級
の割合を100％にするととも
に、１日２回以上活用している
学級の割合を計画年度末（令和
７年度）までに80％にする。

推進目標を見直したた
め。
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19

第２章　体制整備について
１　調査研究
（１）平時の教育活動におけるＩＣ
Ｔ活用目標
②家庭におけるＩＣＴ活用目標

②家庭学習におけるＩＣＴ活用
目標（１人１台端末の活用）
＜令和４年度＞………　各学校
の「情報活用能力の育成に関す
る指導の年間指導計画」に端末
の持ち帰り計画を週２日以上設
定し、持ち帰った日について、
児童・生徒の実態に応じ、ドリ
ル学習、授業前後の課題への取
組等に１日10～60分程度活用す
る。
＜令和５～７年度＞…　平時の
教育活動におけるＩＣＴ活用目
標と同様、令和４年度末まで
に、各学校における活用状況に
基づく望ましい目標を改めて設
定する。
このように、家庭学習における
ＩＣＴ活用の目標は、持ち帰り
日数及び持ち帰り日当たりの活
用時間により設定します。

②家庭におけるＩＣＴ活用目標
（１人１台端末の活用）
端末の持ち帰りを原則毎授業日
に実施するとともに、児童・生
徒の実態に応じ、ドリル学習、
授業前後の課題等への取組に１
日10～60分程度活用する。ま
た、必要に応じ、持ち帰った端
末を学校・家庭間の連絡や教育
相談等において活用できるよう
にする。 推進目標を見直したた

め。

21
３　教員研修
本文８行目

記載なし

各職層研修において、情報セ
キュリティ及び情報モラルに関
する内容を追加・拡充

第２回検討部会での意見
を受けて内容を追加。

22～ 巻末 記載なし 資料を追加
中間のまとめで記載しな
かったため。
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